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業種別・作業別の化学物質管理マニュアル等の周知について 

 

時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。本会の活動につきましては、日

頃から格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課より、業種別・作業別

の化学物質マニュアル等について周知依頼がありました。 

令和６年度から全面的に施行された労働安全衛生法における新たな化学物質

管理規制では、危険性・有害性が確認されている全ての化学物質について各事業

場においてリスクアセスメントを実施し、その結果に基づき化学物質への労働

者のばく露する程度を最小限にするための必要な措置を事業主自ら選択し、講

じることが義務付けられました。 

具体的なリスクアセスメントの方法については、「化学物質等による危険性又

は有害性等の調査等に関する指針」（令和５年４月 27日公示第４号）において、

「毎回異なる環境で作業で行う場合において、典型的な作業を洗い出し、あらか

じめ当該作業において労働者がばく露される物質濃度を測定し、その測定結果

に基づくリスク低減措置を定めたマニュアル等を作成するとともに、当該マニ

ュアル等に定められた措置が適切に実施されていることを確認する方法」が例

示されています。 



今回の通知は、厚生労働省及び建設業労働災害防止協会が、この方法により事

業者の皆様が適切な化学物質管理を実施できるよう、業種別・作業別の化学物質

マニュアル及びその解説テキストの作成を行っていることが記載されており、

建設業労働災害防止協会で作成している「化学物質リスク管理マニュアル」が

「化学物質等による危険性又は有害性等の調査等に関する指針」に定められた

マニュアルであるということを、明文化した内容になっています。 

つきましては、貴協会の会員企業の皆様に、本マニュアルを積極的に活用して

いただきたく、ご周知くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

以上 

（担当：労働部 山崎（直）、又木） 




